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脱炭素に向けた姿勢を鮮明にした。
実現に向けた道筋を探る。
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2020 年 10 月 26 日、菅首相は国会

の所信表明演説で「2050 年カーボ

ンニュートラル」を宣言し、脱炭素

に向けた姿勢を鮮明にした。

「2050 年 CO2 排出実質ゼロ」実現の

ための課題は何か。

実現に向けた道筋はあるのか。

内外の専門家に聞いた。

脱炭素社会
実現への道のり



企
画
に
当
た
っ
て

A B O U T  T H I S  I S S U E

　

二
〇
二
〇
年
一
〇
月
、
菅
義
偉
首
相
は
、
国
会
の
所
信
表
明
演
説
で
「
二
〇
五
〇
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」
を
宣
言
し
、
そ
の
後

「
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
」
が
ま
と
ま
っ
た
。
同
宣
言
は
、
内
外
に
好
意
的
に
受
け
止
め
ら
れ
た
が
、
こ
の
宣
言
の
背
景
に
は
次
の
よ
う
な

潮
流
が
あ
る
。

　

ま
ず
、
二
〇
一
五
年
の
「
気
候
変
動
枠
組
条
約
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
パ
リ
協
定
」
で
、
世
界
の
平
均
気
温
上
昇
を
産
業
革
命
以
前
に
比
べ
て
二
度

よ
り
十
分
低
く
保
つ
と
と
も
に
、
一
・
五
度
に
抑
え
る
努
力
を
追
求
す
る
こ
と
が
決
め
ら
れ
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
と
吸
収
源
に
よ
る

除
去
の
均
衡
達
成
に
向
け
て
日
本
も
歩
み
始
め
て
い
た
。
ま
た
国
際
金
融
市
場
で
も
、
近
年
多
く
の
機
関
投
資
家
が
国
連
の
「
責
任
投
資

原
則
」（
二
〇
〇
六
年
）
に
署
名
す
る
な
ど
、
社
会
的
責
任
を
果
た
そ
う
と
い
う
動
き
が
広
が
り
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
が
拡
大
し
て
き
て
い
た
。

さ
ら
に
、
二
〇
年
以
降
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
に
よ
り
、
人
々
の
価
値
観
が
大
き
く
変
化
し
、
消
費
者
レ
ベ
ル
で
も
生

物
多
様
性
や
気
候
変
動
リ
ス
ク
へ
の
意
識
が
高
ま
り
、
一
五
年
に
国
連
サ
ミ
ッ
ト
で
採
択
さ
れ
た
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（
二
〇
三
〇
年
を
照
準
と

し
た
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）」
達
成
へ
の
貢
献
が
、
一
層
注
目
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

　

コ
ロ
ナ
感
染
が
広
が
る
中
で
、
グ
リ
ー
ン
リ
カ
バ
リ
ー
（
気
候
変
動
を
抑
制
し
な
が
ら
経
済
を
立
て
直
す
考
え
方
）
で
環
境
と
成
長
の

両
立
を
目
指
す
動
き
が
欧
州
な
ど
を
中
心
に
一
段
と
加
速
し
て
い
る
。
既
に
欧
州
は
二
〇
一
九
年
の
「
欧
州
グ
リ
ー
ン
・
デ
ィ
ー
ル
」
で

五
〇
年
ま
で
に
脱
炭
素
社
会
を
実
現
す
る
こ
と
を
拘
束
力
の
あ
る
目
標
と
し
、
そ
れ
を
成
長
戦
略
と
し
て
お
り
、
二
〇
年
に
は
巨
額
の
Ｅ

Ｕ
復
興
基
金
を
設
け
一
層
の
戦
略
推
進
に
舵
を
切
っ
た
。
欧
州
で
は
太
陽
光
、
水
力
、
風
力
な
ど
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
シ
フ
ト
は

既
に
進
ん
で
い
る
が
、
さ
ら
に
最
近
加
速
し
て
い
る
の
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
も
活
用
し
た
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
官
民
挙
げ
て

の
取
り
組
み
で
あ
る
。
中
国
も
六
〇
年
ま
で
の
脱
炭
素
を
宣
言
し
た
。
ま
た
、
本
年
、
米
国
大
統
領
に
就
任
し
た
バ
イ
デ
ン
氏
も
ト
ラ
ン

プ
前
大
統
領
時
代
に
離
脱
し
た
パ
リ
協
定
に
再
コ
ミ
ッ
ト
し
、
巨
額
の
財
政
支
援
を
予
定
し
て
い
る
。
日
本
に
と
っ
て
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
は
厳
し
い
目
標
と
さ
れ
て
き
た
が
、
も
は
や
不
可
逆
的
な
動
き
だ
。
そ
こ
で
今
回
は
こ
の
問
題
に
高
い
知
見
を
お
持
ち
の
内
外
の
専

門
家
の
方
々
に
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
の
道
筋
を
ど
う
み
て
い
る
か
、
そ
の
た
め
の
課
題
は
何
か
、
に
つ
い
て
お
話
を
伺
っ
た
。

　

国
際
大
学
の
橘
川
教
授
は
、
現
在
議
論
が
進
む
次
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
に
関
連
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
に
つ
い
て
、
ア
ン
モ
ニ
ア

を
燃
焼
さ
せ
る
脱
炭
素
火
力
を
着
実
に
伸
ば
し
、
今
後
、
主
力
電
源
化
し
て
い
く
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
「
出
力
変
動
」
と
い
う
課
題

脱
炭
素
で
加
速
す
る
欧
州
、
復
帰
し
た
米
国
。
不
可
逆
的
な
動
き

再
生
エ
ネ
を
補
完
す
る
脱
炭
素
火
力
、
産
業
・
家
庭
の
電
化
、

価
格
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
設
計
を

Ｎ
Ｉ
Ｒ
Ａ
総
合
研
究
開
発
機
構 

理
事
／
日
本
総
合
研
究
所 

理
事
長

翁 

百
合

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に

山
積
す
る
課
題

― 

シ
ナ
リ
オ
を
描
き
時
間
軸
に
沿
っ
た
着
実
な
対
応
を
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現
状
、
脱
炭
素
は
宣
言
し
て
い
な
い
が
、
パ
リ
協
定
に
強
固
な
コ
ミ
ッ
ト
を
し
て
お
り
、
経
済
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
り
な
が
ら
、
着
実
に

脱
炭
素
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
る
と
話
す
。
同
国
の
資
源
を
生
か
し
た
水
素
戦
略
な
ど
、
豪
日
で
の
協
力
関
係
は
今
後
新
し
い
エ
ネ
ル

ギ
ー
分
野
で
一
層
重
要
に
な
る
と
期
待
を
寄
せ
る
。
資
源
大
国
、
豪
州
と
の
連
携
強
化
が
日
本
の
脱
炭
素
に
と
っ
て
重
要
で
あ
る
こ
と
は
、

橘
川
教
授
も
強
調
し
て
い
る
。
炭
素
国
境
調
整
を
巡
っ
て
各
国
の
動
き
も
出
て
き
て
い
る
が
、
日
本
は
国
際
的
に
も
戦
略
的
対
応
が
今
後

一
層
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

　

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に
向
け
た
課
題
は
数
多
い
が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
み
な
ら
ず
、
産
業
、
運
輸
、
家
庭
部
門
と
い
っ
た

需
要
面
の
対
応
が
極
め
て
重
要
で
あ
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
技
術
革
新
に
向
け
て
国
を
挙
げ
て
取
り
組
む
だ
け
で
な
く
、
産
業
構
造
の
変
化
や

社
会
シ
ス
テ
ム
の
改
革
を
進
め
る
と
と
も
に
、
こ
れ
に
よ
っ
て
影
響
を
受
け
る
人
た
ち
へ
の
目
配
り
、
支
援
も
求
め
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、

国
民
も
、
リ
ユ
ー
ス
な
ど
の
行
動
を
通
じ
て
循
環
型
経
済
（
サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
）
に
向
け
た
行
動
変
容
が
求
め
ら
れ
る
。
政
府

は
、
自
治
体
や
民
間
企
業
と
と
も
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た
社
会
の
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
の
シ
ナ
リ
オ
を
描
き
、
時
間
軸
に
沿

っ
て
課
題
へ
対
応
し
、
国
民
を
巻
き
込
ん
で
脱
炭
素
社
会
を
着
実
に
実
現
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

を
補
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
か
が
、
脱
炭
素
実
現
の
カ
ギ
に
な
る
と
述
べ
る
。
そ
し
て
そ
の
実
現
に
は
、
ア
ン
モ
ニ
ア
供
給
の
確

保
と
コ
ス
ト
の
削
減
が
必
要
に
な
る
と
し
て
い
る
。
こ
の
点
、
国
内
最
大
の
発
電
事
業
者
で
あ
る
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
の
奥
田
副
社
長
も
、
同
様
の

戦
略
が
現
実
的
ア
プ
ロ
ー
チ
で
あ
り
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
も
伸
ば
し
つ
つ
、
既
存
の
技
術
や
設
備
を
生
か
し
な
が
ら
、
技
術
変
化
に

応
じ
て
円
滑
な
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
（
移
行
）
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
す
る
。
今
後
の
技
術
革
新
の
進
展
は
予
想
が
難
し
い
が
、
エ
ネ
ル
ギ

ー
基
本
計
画
に
つ
い
て
は
、
五
〇
年
に
向
け
て
合
理
的
な
計
画
を
掲
げ
つ
つ
、
複
数
の
シ
ナ
リ
オ
を
技
術
革
新
に
応
じ
て
修
正
し
な
が
ら

戦
略
的
に
脱
炭
素
を
促
進
す
る
こ
と
が
必
要
と
い
え
そ
う
だ
。

　

東
京
大
学
の
松
村
教
授
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
面
と
同
時
に
、
需
要
面
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
を
電
気
に
替
え
る
「
電
化
」
の
重
要
性
を
指

摘
す
る
。
産
業
部
門
や
家
庭
部
門
で
の
電
化
を
進
め
な
が
ら
、
Ｃ
Ｏ
２
削
減
に
向
け
て
さ
ま
ざ
ま
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
を
進
め
る
に
は
、

コ
ス
ト
効
果
の
高
い
方
策
が
自
然
に
生
き
残
る
制
度
設
計
が
重
要
で
あ
る
と
強
調
す
る
。
そ
し
て
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
固
定
価
格
買

取
制
度
か
ら
市
場
連
動
型
価
格
へ
の
転
換
に
加
え
、
特
に
今
後
、
排
出
コ
ス
ト
の
負
担
を
求
め
る
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
導
入
が
最

重
要
政
策
に
な
る
と
提
言
す
る
。
こ
う
し
た
制
度
を
企
業
な
ど
の
理
解
を
得
な
が
ら
い
か
に
設
計
し
て
い
く
か
が
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
実
現
の
成
否
を
握
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

　

国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
の
貞
森
局
長
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
幅
な
価
格
低
下
に
伴
い
、「
五
〇
年
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」
を

掲
げ
る
国
が
増
加
し
、
世
界
の
研
究
開
発
の
動
き
は
極
め
て
速
い
と
分
析
す
る
。
こ
う
し
た
国
際
的
な
潮
流
を
み
れ
ば
、
日
本
は
あ
ら
ゆ

る
手
段
を
総
動
員
し
な
い
と
排
出
実
質
ゼ
ロ
は
簡
単
に
は
達
成
で
き
な
い
と
警
鐘
を
鳴
ら
す
が
、
特
に
政
府
に
よ
る
技
術
開
発
支
援
の
重

要
性
を
強
調
し
て
い
る
こ
と
に
注
目
す
べ
き
だ
ろ
う
。
在
日
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
大
使
館
の
ロ
ー
公
使
・
参
事
官
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
、

目
標
達
成
に
向
け
て
政
策
を
総
動
員

翁 

百
合
（
お
き
な
・
ゆ
り
）�

Ｎ
Ｉ
Ｒ
Ａ
総
合
研
究
開
発
機
構
理
事
。
日
本
総
合
研
究
所
理
事
長
。
京
都
大
学
博
士
（
経
済
学
）。
経
済
産
業
省
産
業
構

造
審
議
会
委
員
他
、
公
職
も
多
数
。

二
〇
五
〇
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
、
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
パ
リ
協
定
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
、

欧
州
グ
リ
ー
ン
・
デ
ィ
ー
ル
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
面
と
需
要
面
の
対
応
、
技
術
革
新
、

産
業
構
造
や
社
会
シ
ス
テ
ム
の
改
革
、
循
環
型
経
済
、
社
会
の
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
の
シ
ナ
リ
オ
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識　者　に　問　う
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「
二
〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出

実
質
ゼ
ロ
」
実
現
の
た
め
の

課
題
は
何
か
。

実
現
に
向
け
た

道
筋
は
あ
る
の
か
。

インタビュー実施：2021 年 2 月
聞き手：関島梢恵（NIRA 総研研究コーディネーター・研究員）

コスト効果の高い方策が生き残れる
制度作りが肝要

東京大学社会科学研究所 教授松村敏弘

電化シナリオ、戦略の組み合わせ、
効率的に達成する方策が自然に選択される仕組み、カーボンプライシング

現実的なアプローチで
脱炭素への責任を果たす

株式会社 JERA取締役副社長執行役員 経営企画本部長奥田久栄

再生可能エネルギーとゼロエミッション火力の組み合わせ、国や地域の事情に合
わせたロードマップ、円滑なトランジション、アンモニアによる発電、洋上風力

オーストラリアと日本、
新たなエネルギー関係の時代が始まる

在日オーストラリア大使館�経済担当公使・参事官デービッド・ロー

パリ協定の調印国、経済と成果の両にらみ、低排出技術革新、
豪日の戦略的パートナーシップ、水素戦略、COP26

目標達成には、
早急かつ大幅な政策強化が必要だ

国際エネルギー機関（IEA） エネルギー市場・安全保障局長貞森恵祐

IEA の分析、石炭を大量に使う産業部門、長距離輸送で使用する移動体燃料、
各国の急速な政策展開、「1時間に 1工場のペース」、政策手段を総動員

国際大学大学院国際経営学研究科 教授橘川武郎
脱炭素火力を基軸に、シナリオを実現する

脱炭素火力の社会的実装、アンモニアの確保とコスト削減、CCS、
非電力部門の対応、資源大国オーストラリア
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識
者
に
問
う

「
二
〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
」
実
現
の
た
め
の
課
題
は
何
か
。
実
現
に
向
け
た
道
筋
は
あ
る
の
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

脱
炭
素
火
力
を
基
軸
に
、
シ
ナ
リ
オ
を
実
現
す
る

橘
川
武
郎

国
際
大
学
大
学
院

国
際
経
営
学
研
究
科

教
授

首
相
が
、
昨
年
一
〇
月
二
六
日
に
表
明
し
た
「
二
〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
」
は
、
一
定
の

説
得
力
を
も
っ
て
受
け
止
め
ら
れ
た
。
そ
れ
は
、
日
本
最
大
の
火
力
発
電
事
業
者
で
あ
る
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ

が
、
ア
ン
モ
ニ
ア
を
燃
焼
さ
せ
る
「
脱
炭
素
火
力
」
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
、
直
前
に
宣
言
し
て
い
た
か
ら
だ
。
こ

れ
で
、「
電
力
部
門
」
に
お
け
る
排
出
実
質
ゼ
ロ
の
社
会
的
実
装
が
一
気
に
現
実
味
を
も
っ
た
。
脱
炭
素
火

力
を
織
り
込
め
る
な
ら
ば
、
日
本
の
発
電
の
常
識
は
大
き
く
変
わ
る
。

　

脱
炭
素
火
力
の
課
題
は
「
量
の
確
保
と
コ
ス
ト
削
減
」
だ
。
宣
言
ど
お
り
ア
ン
モ
ニ
ア
火
力
が
実
現
す
れ

ば
、
莫
大
な
ア
ン
モ
ニ
ア
需
要
が
生
じ
る
。
そ
れ
に
見
合
う
供
給
量
を
確
保
す
る
に
は
、
安
定
し
た
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
を
構
築
で
き
る
か
が
、
重
要
な
分
岐
点
と
な
る
。
ま
た
、
ア
ン
モ
ニ
ア
の
生
産
過
程
で
発
生
す

る
Ｃ
Ｏ
２
を
回
収
し
て
地
中
に
貯
蔵
す
る
Ｃ
Ｃ
Ｓ
（
二
酸
化
炭
素
回
収
・
貯
蔵
）
は
、
世
界
で
ま
だ
四
箇
所

し
か
稼
働
・
計
画
し
て
い
な
い
上
、
コ
ス
ト
面
で
も
課
題
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
日
本
は
Ｃ
Ｃ
Ｓ
で
回
収
し
た

Ｃ
Ｏ
２
の
貯
蔵
先
が
、
国
内
で
は
限
ら
れ
て
い
る
。
海
外
に
頼
る
と
な
る
と
、
そ
こ
で
の
Ｃ
Ｏ
２
削
減
分
を

自
国
の
実
績
に
ど
う
計
上
す
る
か
と
い
う
「
二
国
間
ク
レ
ジ
ッ
ト
」
の
整
備
が
高
い
ハ
ー
ド
ル
と
な
る
だ
ろ

う
。

　

二
〇
五
〇
年
の
電
源
構
成
は
、
主
力
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
対
し
、
脱
炭
素
火
力
が
四
割
程
度
と
考

え
る
。
政
府
は
、
火
力
と
原
子
力
を
合
わ
せ
て
三
～
四
割
と
想
定
し
て
い
る
が
、
脱
炭
素
火
力
が
成
長
し
て

再
生
エ
ネ
の
出
力
の
変
動
性
を
補
う
よ
う
に
な
れ
ば
、
再
生
エ
ネ
の
主
力
電
源
化
が
進
み
、
原
子
力
の
比
率

は
低
下
す
る
だ
ろ
う
。
こ
の
点
で
は
、
政
府
と
大
き
な
見
解
の
違
い
は
な
い
と
思
っ
て
い
る
。

　

他
方
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
六
割
を
占
め
る
「
非
電
力
部
門
」
は
、
長
期
見
通
し
す
ら
立
っ
て
い

な
い
。
対
応
は
こ
れ
か
ら
だ
。
自
動
車
と
家
庭
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
電
化
を
進
め
つ
つ
、
燃
料
を
水
素
や
ア
ン

モ
ニ
ア
に
変
え
る
。
ガ
ス
業
界
は
天
然
ガ
ス
の
主
成
分
で
あ
る
メ
タ
ン
を
水
素
と
Ｃ
Ｏ
２
か
ら
生
成
す
る「
メ

タ
ネ
ー
シ
ョ
ン
」
と
い
う
技
術
、
石
油
業
界
は
ガ
ソ
リ
ン
に
代
わ
る
「
ｅ
フ
ュ
ー
エ
ル
」
と
い
う
水
素
と

Ｃ
Ｏ
２
の
合
成
燃
料
。さ
ら
に
水
素
発
電
を
ど
う
す
る
か
。こ
れ
ら
が
脱
炭
素
に
向
け
た
重
要
な
動
き
と
な
る
。

　

資
源
の
調
達
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
の
利
用
、
豊
富
な
風
力
・
太
陽
光
と
石
炭
・
天
然
ガ
ス
資
源
の
活
用
で
重
要
と
な

る
の
が
、資
源
大
国
、特
に
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
の
関
係
だ
。
地
政
学
的
に
も
、米
中
デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
（
分

断
）
の
状
況
で
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
イ
ン
ド
太
平
洋
の
資
源
の
物
流
で
「
キ
ー
」
と
な
る
国
だ
。
わ
が

国
が
脱
炭
素
化
の
シ
ナ
リ
オ
を
現
実
の
も
の
と
す
る
に
は
、
日
豪
の
連
携
が
欠
か
せ
な
い
。

専
門
は
日
本
経
営
史
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
論
。
東
京
大
学
社
会
科
学
研
究
所
教
授
、
一
橋
大
学
大
学
院
商
学
研
究
科
教
授
、
東
京
理
科
大

学
大
学
院
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
研
究
科
教
授
を
経
て
、
二
〇
二
〇
年
よ
り
現
職
。
経
営
学
の
視
点
か
ら
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
を
研
究

す
る
。
経
済
産
業
省
・
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
の
審
議
会
の
委
員
を
歴
任
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
へ
の
造
詣
が
深
い
。
総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ

ー
調
査
会
基
本
政
策
分
科
会
委
員
。
経
済
学
博
士
（
東
京
大
学
）。
著
書
に
、『
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
シ
フ
ト
―
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
主
力
電

源
化
へ
の
道
』（
白
桃
書
房
、
二
〇
二
〇
年
）
他
。

橘
川
武
郎
（
き
っ
か
わ
・
た
け
お
）

菅
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識
者
に
問
う

「
二
〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
」
実
現
の
た
め
の
課
題
は
何
か
。
実
現
に
向
け
た
道
筋
は
あ
る
の
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

現
実
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
で
脱
炭
素
へ
の
責
任
を
果
た
す

奥
田
久
栄

株
式
会
社
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ

取
締
役
副
社
長
執
行
役
員

経
営
企
画
本
部
長

内
最
大
の
発
電
事
業
者
で
あ
る
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
は
、「
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」
の
達
成
に
大
き
な
責
任
が

あ
る
。
国
内
の
火
力
発
電
所
の
約
半
分
を
所
有
し
、
国
内
電
力
の
三
割
を
供
給
す
る
。
Ｃ
Ｏ
２
の
排

出
量
は
日
本
全
体
の
一
割
を
占
め
て
い
る
。
昨
年
、
わ
れ
わ
れ
は
「
二
〇
五
〇
年
脱
炭
素
」
に
取
り
組
む
姿

勢
を
明
確
に
す
る
た
め
、
実
現
に
向
け
た
三
つ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
示
し
た
。

　

一
つ
目
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
「
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
火
力
」
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
。
ゼ
ロ
エ

ミ
ッ
シ
ョ
ン
火
力
と
は
、
Ｃ
Ｏ
２
を
排
出
し
な
い
火
力
発
電
の
こ
と
だ
。
今
の
火
力
発
電
は
石
炭
や
ガ
ス
等

を
発
電
燃
料
と
す
る
た
め
、
Ｃ
Ｏ
２
が
発
生
す
る
。
こ
の
発
電
燃
料
を
、
ア
ン
モ
ニ
ア
や
水
素
に
段
階
的
に

置
き
換
え
る
。
二
つ
目
は
、
経
済
成
長
の
段
階
や
地
理
条
件
、
イ
ン
フ
ラ
状
況
な
ど
国
や
地
域
の
事
情
に
あ

わ
せ
た
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
で
実
行
し
て
い
く
こ
と
。
例
え
ば
、
電
力
需
要
が
伸
び
て
い
る
ア
ジ
ア
新
興
国
は
、

新
設
し
た
ば
か
り
の
石
炭
火
力
も
あ
り
、
再
生
エ
ネ
一
〇
〇
％
の
欧
州
方
式
は
受
け
入
れ
難
い
だ
ろ
う
。
三

つ
目
は
、
技
術
レ
ベ
ル
に
応
じ
た
円
滑
な
ト
ラ
ン
ジ
シ
ョ
ン
を
図
る
こ
と
。
既
存
の
設
備
や
技
術
を
生
か
し

な
が
ら
、
技
術
開
発
が
進
み
次
第
、
速
や
か
に
次
の
ス
テ
ッ
プ
へ
移
行
し
て
い
く
。

国
　

こ
れ
ら
を
前
提
に
実
行
の
道
筋
を
示
し
た
の
が
、
日
本
版
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
だ
。
ま
ず
は
、
二
〇
二
〇
年
代

後
半
ま
で
に
、
燃
焼
時
に
Ｃ
Ｏ
２
を
排
出
し
な
い
ア
ン
モ
ニ
ア
を
化
石
燃
料
と
混
焼
す
る
技
術
を
、
本
格
運

用
さ
せ
る
。
現
在
は
実
証
段
階
の
技
術
だ
が
、
徐
々
に
混
焼
率
を
高
め
、
二
〇
五
〇
年
ま
で
に
ア
ン
モ
ニ
ア

の
み
で
の
発
電
を
目
指
す
。
同
時
に
、
そ
の
火
力
を
「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
に
組
み
合
わ
せ
て
い
く
。

再
生
エ
ネ
は
出
力
が
日
照
や
風
な
ど
自
然
条
件
に
左
右
さ
れ
る
が
、
火
力
で
補
う
こ
と
で
、
再
生
エ
ネ
の
拡

大
も
ス
ム
ー
ズ
に
進
む
。
燃
料
を
化
石
燃
料
か
ら
ア
ン
モ
ニ
ア
に
置
き
換
え
て
も
、
今
あ
る
発
電
所
や
送
電

線
な
ど
の
資
産
を
利
用
で
き
、
コ
ス
ト
を
か
け
ず
早
期
に
低
炭
素
化
、
脱
炭
素
化
で
き
る
。
さ
ら
に
、
日
本

近
辺
の
海
上
で
も
設
置
が
可
能
な
「
浮
体
式
」
の
洋
上
風
力
の
検
討
を
進
め
る
。
遠
浅
の
海
域
が
少
な
い
日

本
で
は
、
海
底
に
固
定
す
る
着
床
式
よ
り
も
適
し
て
い
る
。
設
備
の
量
産
で
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
を
図
る
。

　

二
〇
五
〇
年
脱
炭
素
を
実
現
す
る
た
め
の
処
方
箋
は
一
つ
で
は
な
い
。
欧
州
の
多
く
の
事
業
者
は
再
生
エ

ネ
一
〇
〇
％
の
運
用
を
目
指
す
。
し
か
し
、
わ
れ
わ
れ
は
火
力
技
術
と
併
用
す
る
戦
略
が
日
本
に
と
っ
て
最

適
だ
と
考
え
る
。
現
実
的
な
シ
ナ
リ
オ
で
、
Ｃ
Ｏ
２
の
排
出
を
確
実
に
削
減
し
て
い
く
。
そ
れ
が
わ
れ
わ
れ

の
脱
炭
素
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
だ
。

「
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
二
〇
五
〇
」
の
策
定
な
ど
、
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
が
政
府
に
先
駆
け
て
表
明
し
た
「
脱
炭
素
宣
言
」
の
事
業
戦
略

を
主
導
し
て
き
た
。
中
部
電
力
株
式
会
社
に
入
社
後
、
経
営
戦
略
本
部
事
業
戦
略
グ
ル
ー
プ
部
長
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
本
部
ア
ラ
イ
ア
ン
ス

推
進
室
長
、
株
式
会
社
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
取
締
役
常
務
執
行
役
員
経
営
企
画
本
部
長
等
を
経
て
、
二
〇
二
一
年
四
月
よ
り
現
職
。
Ｊ
Ｅ
Ｒ
Ａ
は
東

京
電
力
株
式
会
社
（
当
時
）
と
中
部
電
力
株
式
会
社
の
出
資
で
二
〇
一
五
年
設
立
、
国
内
外
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
を
行
う
。
奥
田
氏
は
Ｊ

Ｅ
Ｒ
Ａ
設
立
に
尽
力
し
た
中
部
電
力
側
の
キ
ー
パ
ー
ソ
ン
の
一
人
。
早
稲
田
大
学
政
治
経
済
学
部
卒
業
。

奥
田
久
栄
（
お
く
だ
・
ひ
さ
ひ
で
）

橘川武郎〔2020〕

エネルギー・シフト
再生可能エネルギー主力電源化への道

白桃書房
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識
者
に
問
う

「
二
〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
」
実
現
の
た
め
の
課
題
は
何
か
。
実
現
に
向
け
た
道
筋
は
あ
る
の
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊 コ
ス
ト
効
果
の
高
い
方
策
が
生
き
残
れ
る

制
度
作
り
が
肝
要

松
村
敏
弘

東
京
大
学
社
会
科
学
研
究
所

教
授

〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
」
の
達
成
は
、
決
し
て
夢
物
語
で
は
な
い
。
最
も
実
現
性
が
高
い

シ
ナ
リ
オ
は
「
電
化
シ
ナ
リ
オ
」
だ
。
す
な
わ
ち
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
を
可
能
な
限
り
電
気
に
変
え
、

そ
の
電
気
を
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
な
ど
の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電
源
で
作
る
。
そ
の
上
で
、
電
気
に
変

え
ら
れ
な
い
需
要
は
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
水
素
や
バ
イ
オ
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用
す
る
。
発
生
し
た
Ｃ
Ｏ
２

を
回
収
し
、
貯
蔵
あ
る
い
は
原
料
と
し
て
利
用
す
る
Ｃ
Ｃ
Ｓ
Ｕ
も
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
化
の
有
力
な
手
段
に

な
る
。
一
定
の
分
野
で
排
出
が
残
る
と
し
て
も
、
森
林
保
全
・
植
林
、
大
気
中
か
ら
の
Ｃ
Ｏ
２
回
収
、
元
々

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
バ
イ
オ
発
電
と
Ｃ
Ｃ
Ｓ
Ｕ
の
組
み
合
わ
せ
等
の
マ
イ
ナ
ス
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
で
相
殺
す

る
こ
と
も
可
能
だ
。
こ
う
し
た
戦
略
の
組
み
合
わ
せ
で
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
は
十
分
に
達
成
し
う
る
。

　

進
む
べ
き
道
は
、
将
来
の
電
化
率
、
電
源
種
、
再
生
エ
ネ
な
ど
の
割
合
の
目
標
値
を
細
か
く
決
め
る
こ
と

で
は
な
い
。
正
道
は
、
将
来
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
成
果
な
ど
に
応
じ
て
、
排
出
実
質
ゼ
ロ
を
最
も
効
率
的

に
達
成
す
る
そ
れ
ら
の
数
値
が
、
自
然
に
選
択
さ
れ
る
仕
組
み
を
作
る
こ
と
。
電
力
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定

供
給
な
ど
、
望
ま
し
い
機
能
を
果
た
す
も
の
が
、
そ
の
社
会
的
価
値
に
見
合
う
適
切
な
報
酬
を
得
ら
れ
る
仕

組
み
を
作
り
、
そ
の
上
で
、
そ
の
価
値
を
安
価
に
供
給
で
き
る
も
の
が
競
争
の
結
果
生
き
残
る
こ
と
で
、
最

適
な
組
み
合
わ
せ
が
自
然
に
選
ば
れ
る
電
力
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
を
作
る
こ
と
が
肝
要
だ
。
特
定
の
数

値
を
決
め
、
そ
の
達
成
の
た
め
に
無
理
な
政
策
を
重
ね
れ
ば
、
国
民
負
担
が
ど
こ
ま
で
膨
れ
あ
が
る
か
分
か

ら
な
い
。
補
助
金
な
ど
国
の
サ
ポ
ー
ト
は
、
特
定
の
電
源
等
を
対
象
と
す
る
の
で
は
な
く
、
外
部
経
済
な
ど

の
社
会
的
価
値
に
対
応
し
た
も
の
に
限
定
す
べ
き
で
あ
る
。
外
部
性
の
性
質
を
明
ら
か
に
し
た
上
で
、
そ
れ

を
満
た
す
も
の
を
公
平
に
サ
ポ
ー
ト
し
、
フ
ェ
ア
な
競
争
で
効
率
的
な
社
会
が
実
現
す
る
よ
う
に
す
べ
き
だ
。

　

こ
の
観
点
か
ら
、
再
生
エ
ネ
の
固
定
価
格
買
取
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）
か
ら
市
場
連
動
型
（
Ｆ
Ｉ
Ｐ
）
へ
の
転
換
は

前
進
だ
。
電
気
の
社
会
的
価
値
に
応
じ
て
変
動
す
る
市
場
価
格
に
国
の
サ
ポ
ー
ト
に
当
た
る
プ
レ
ミ
ア
ム
単

価
を
上
乗
せ
す
る
Ｆ
Ｉ
Ｐ
は
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
よ
り
も
、
社
会
的
価
値
に
見
合
う
、
透
明
で
公
正
な
報
酬
体
系
だ
。

　

超
低
炭
素
社
会
を
実
現
す
る
た
め
の
最
重
要
政
策
は
、
炭
素
の
排
出
に
伴
う
社
会
的
コ
ス
ト
を
原
因
者
に

負
担
さ
せ
る
「
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
」
だ
。
各
界
か
ら
の
強
い
抵
抗
は
あ
る
と
し
て
も
、
こ
れ
が
実
現

へ
の
一
丁
目
一
番
地
と
な
る
。
既
に
あ
る
歪
な
各
種
エ
ネ
ル
ギ
ー
税
を
「
炭
素
税
」
に
統
一
す
る
よ
う
な
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
税
体
系
の
抜
本
的
な
再
設
計
を
す
る
、
大
胆
な
改
革
を
考
え
る
べ
き
だ
。

専
門
は
産
業
組
織
、
公
共
経
済
学
。
東
京
工
業
大
学
大
学
院
社
会
理
工
学
研
究
科
助
教
授
、
東
京
大
学
社
会
科
学
研
究
所
准
教
授
等
を
経

て
、
二
〇
〇
八
年
よ
り
現
職
。
混
合
寡
占
市
場
に
お
け
る
公
企
業
の
行
動
原
理
や
規
制
改
革
と
の
関
係
を
分
析
す
る
中
で
、
電
力
・
都
市

ガ
ス
な
ど
エ
ネ
ル
ギ
ー
市
場
の
研
究
に
も
取
り
組
む
。
経
済
産
業
省
調
達
価
格
等
算
定
委
員
会
、
総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
基
本
政

策
分
科
会
、
電
力
・
ガ
ス
取
引
監
視
等
委
員
会
制
度
設
計
専
門
会
合
な
ど
で
委
員
を
務
め
る
。
博
士
（
経
済
学　

東
京
大
学
）。
研
究
業

績
はhttp://www.iss.u-tokyo.ac.jp/~m

atsum
ur/HPJA.htm

l

に
て
公
開
し
て
い
る
。

松
村
敏
弘
（
ま
つ
む
ら
・
と
し
ひ
ろ
）

依田高典・田中誠・伊藤公一朗〔2017〕

スマートグリッド・エコノミクス
フィールド実験・行動経済学・ビッグデータが拓くエビデンス政策

有斐閣

二
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識
者
に
問
う

「
二
〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
」
実
現
の
た
め
の
課
題
は
何
か
。
実
現
に
向
け
た
道
筋
は
あ
る
の
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

目
標
達
成
に
は
、

早
急
か
つ
大
幅
な
政
策
強
化
が
必
要
だ

貞
森
恵
祐

国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関

（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）

エ
ネ
ル
ギ
ー
市
場
・

安
全
保
障
局
長

Ｅ
Ａ
で
当
職
に
就
い
て
八
年
。
こ
の
間
を
み
て
も
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
気
候
変
動
の
分
野
で
各
国
の
政

策
展
開
は
非
常
に
速
い
と
感
じ
て
い
る
。「
二
〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
」
を
目
標
と
し
て

掲
げ
る
国
が
、
日
本
を
含
め
て
急
速
に
増
え
て
い
る
。

　
「
電
力
部
門
」
の
脱
炭
素
化
は
、再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
低
廉
化
に
よ
っ
て
現
実
味
を
帯
び
た
。
し
か
し
、

Ｉ
Ｅ
Ａ
の
分
析
に
よ
る
と
、
各
国
が
今
示
し
て
い
る
政
策
で
は
パ
リ
協
定
の
目
標
達
成
に
は
程
遠
い
。
現
に

コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
で
二
〇
二
〇
年
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
は
前
年
比
六
％
減
少
し
た
が
、
経
済
回
復
に
伴
っ
て
一
二

月
に
は
前
年
比
二
％
増
に
転
じ
た
。
と
り
わ
け
、
世
界
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
六
割
を
占
め
る
「
電
力
以
外
の

部
門
」
の
脱
炭
素
化
へ
の
転
換
は
、
容
易
で
は
な
い
。
石
炭
を
大
量
に
使
う
製
鉄
の
溶
鉱
炉
な
ど
産
業
部
門
、

飛
行
機
や
船
舶
な
ど
長
距
離
輸
送
で
使
用
す
る
石
油
由
来
の
移
動
体
燃
料
で
は
、
脱
炭
素
に
転
換
す
る
有
力

な
手
段
や
技
術
が
開
発
さ
れ
て
い
な
い
。
二
〇
五
〇
年
排
出
実
質
ゼ
ロ
実
現
の
た
め
に
必
要
な
排
出
削
減
の

半
分
は
、
ま
だ
実
用
化
さ
れ
て
い
な
い
技
術
を
前
提
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
現
在
稼
働
し
て
い
る
工
場
や
ビ
ル
、
発
電
所
な
ど
、
低
炭
素
で
な
い
既
存
の
施
設
を
そ
の
ま
ま
使

Ｉい
続
け
た
場
合
に
排
出
さ
れ
る
分
だ
け
で
も
、
気
温
は
一
・
六
五
度
上
昇
す
る
見
込
み
で
あ
る
こ
と
に
も
留

意
が
必
要
だ
。

　

政
府
は
、
研
究
・
開
発
の
リ
ス
ク
を
民
間
企
業
に
負
わ
せ
る
の
で
は
な
く
、
技
術
革
新
を
促
す
支
援
に
積

極
的
に
関
わ
っ
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
例
え
ば
、
水
を
分
解
し
て
水
素
を
生
成
す
る
「
グ
リ
ー
ン
水

素
」。
世
界
最
大
の
工
場
が
福
島
県
に
あ
る
。
こ
の
規
模
の
生
産
設
備
を
「
一
時
間
に
一
つ
の
ペ
ー
ス
」
で

増
設
し
な
い
と
、
二
〇
五
〇
年
目
標
の
達
成
に
必
要
な
低
炭
素
水
素
の
生
産
量
は
確
保
で
き
な
い
。
政
府
の

役
割
は
、
こ
う
し
た
技
術
が
市
場
で
受
け
入
れ
ら
れ
る
条
件
を
政
策
と
し
て
整
備
す
る
こ
と
だ
。
Ｉ
Ｅ
Ａ
は

二
〇
二
一
年
五
月
に
、
全
世
界
で
二
〇
五
〇
年
ま
で
に
排
出
実
質
ゼ
ロ
を
実
現
す
る
た
め
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

を
公
表
す
る
予
定
で
あ
り
、
各
国
の
低
炭
素
化
加
速
の
取
り
組
み
を
支
援
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

技
術
的
に
大
き
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
は
あ
る
が
、
世
界
の
研
究
・
開
発
は
も
の
す
ご
い
ス
ピ
ー
ド
で
進
ん
で

い
る
。
石
油
や
ガ
ス
の
資
源
が
な
い
日
本
に
と
っ
て
も
チ
ャ
ン
ス
だ
と
と
ら
え
る
べ
き
だ
。
排
出
実
質
ゼ
ロ

は
、
省
エ
ネ
、
再
生
エ
ネ
、
Ｃ
Ｃ
Ｓ
、
水
素
、
原
子
力
、
そ
し
て
電
力
の
安
定
供
給
の
技
術
。
あ
ら
ゆ
る
手

段
を
総
動
員
し
な
い
と
達
成
で
き
な
い
。
ど
れ
に
す
る
か
選
ん
で
い
る
余
裕
は
な
い
。

二
〇
一
二
年
一
〇
月
よ
り
現
職
。
石
油
、
ガ
ス
、
石
炭
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
市
場
の
動
向
分
析

お
よ
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
を
担
当
し
て
い
る
。
通
商
産
業
省
（
現
経
済
産
業
省
）
に
入
省
後
、
在
米
日
本
大
使
館
で
の
勤
務

や
内
閣
官
房
内
閣
参
事
官
を
経
て
、
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
担
当
参
事
官
を
務
め
る
。
そ
の
後
、
通
商
交
渉
官
と
し
て
自
由
貿
易
協
定
の

交
渉
を
担
当
。
東
日
本
大
震
災
の
際
に
は
内
閣
総
理
大
臣
秘
書
官
と
な
り
、
福
島
第
一
原
発
事
故
に
対
応
す
る
。
東
京
大
学
法
学
部
卒
業
。

貞
森
恵
祐
（
さ
だ
も
り
・
け
い
す
け
）

IEA
World Energy Outlook 2020
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識
者
に
問
う

「
二
〇
五
〇
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
実
質
ゼ
ロ
」
実
現
の
た
め
の
課
題
は
何
か
。
実
現
に
向
け
た
道
筋
は
あ
る
の
か
。

E X P E R T  O P I N I O N SR E C O M M E N D E D

識 者 が 読 者 に 推 薦 す る １ 冊

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
日
本
、

新
た
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
の
時
代
が
始
ま
る

デ
ー
ビ
ッ
ド・ロ
ー

在
日
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
大
使
館

経
済
担
当
公
使
・
参
事
官

ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
、
昨
年
の
大
き
な
山
火
事
を
始
め
と
し
て
、
気
候
変
動
の
最
前
線
に
立
た
さ
れ
て

い
る
。
パ
リ
協
定
の
調
印
国
と
し
て
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
は
揺
る
ぎ
な
い
も
の
で
あ
り
、
そ
れ
を
反

映
し
て
、
国
と
し
て
「
二
一
世
紀
後
半
ま
で
に
Ｃ
Ｏ
２
排
出
ゼ
ロ
」
の
目
標
を
掲
げ
て
い
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー

と
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
の
問
題
は
、イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
で
な
い
。「
経
済
と
の
バ
ラ
ン
ス
」
と
「
排
出
削
減
の
成
果
」

を
両
に
ら
み
で
着
実
に
進
め
る
こ
と
が
重
要
だ
。
脱
炭
素
宣
言
を
し
な
く
て
も
実
績
を
出
す
こ
と
は
で
き
る
。

　

化
石
燃
料
は
わ
が
国
の
経
済
に
と
っ
て
引
き
続
き
重
要
な
位
置
を
占
め
て
い
る
。
そ
こ
で
、
オ
ー
ス
ト
ラ

リ
ア
が
特
に
力
を
入
れ
て
い
る
の
が
低
排
出
技
術
の
革
新
で
あ
る
。
既
存
技
術
の
活
用
を
進
め
る
一
方
、
実

用
性
、
拡
張
性
、
商
用
性
の
高
い
新
規
技
術
を
支
援
す
る
。
技
術
革
新
を
三
〇
年
続
け
れ
ば
、
多
く
の
成
果

を
期
待
で
き
る
と
い
う
の
が
、
わ
が
国
の
考
え
方
だ
。
二
〇
〇
五
年
か
ら
昨
年
ま
で
の
一
五
年
間
で
、
す
で

に
排
出
量
を
一
七
％
弱
削
減
し
た
。
一
人
当
た
り
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
新
規
導
入
は
、
世
界
平
均
の

一
〇
倍
の
ス
ピ
ー
ド
で
進
ん
で
い
る
。

　

豪
日
関
係
は
、
基
本
的
価
値
観
を
共
有
す
る
特
別
な
戦
略
的
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で
あ
り
、
両
国
は
長
年

オに
わ
た
っ
て
幅
広
い
分
野
で
協
力
を
深
め
て
き
た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
し
て
は
、
一
九
六
〇
、七
〇
年
代
は

石
炭
や
鉄
鉱
石
、
八
〇
年
代
は
Ｌ
Ｎ
Ｇ
に
対
す
る
日
本
か
ら
の
投
資
が
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
輸
出
産
業
の

発
展
に
大
き
く
寄
与
し
た
。
日
本
に
と
っ
て
は
安
定
し
た
資
源
供
給
国
で
あ
り
、
両
国
は
極
め
て
補
完
性
の

高
い
関
係
に
あ
る
が
、
今
後
は
さ
ら
に
、
新
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
の
時
代
が
始
ま
る
と
考
え
て
い
る
。

　

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
は
風
力
や
太
陽
光
な
ど
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
潜
在
可
能
性
が
高
く
、
資
源
を
生
か

し
た
技
術
開
発
が
豪
日
の
協
力
で
す
で
に
進
行
中
だ
。
特
に
水
素
戦
略
に
は
力
を
入
れ
、
ビ
ク
ト
リ
ア
州
か

ら
日
本
へ
、
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
構
築
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
実
証
段
階
に
あ
る
。

同
州
で
の
Ｃ
Ｏ
２
の
回
収
・
貯
蔵
の
計
画
も
進
む
。
将
来
的
に
は
、
グ
リ
ー
ン
水
素
や
グ
リ
ー
ン
ア
ン
モ
ニ

ア
に
対
す
る
日
本
か
ら
の
投
資
や
引
取
契
約
が
進
む
こ
と
に
も
大
い
に
期
待
し
て
い
る
。

　

世
界
全
体
を
考
え
れ
ば
、
今
後
、
Ｃ
Ｏ
２
の
排
出
量
が
増
加
す
る
の
は
、
中
国
な
ど
新
興
国
や
発
展
途
上

国
だ
。
彼
ら
に
も
排
出
削
減
へ
の
関
与
を
強
め
て
も
ら
う
に
は
、
今
年
秋
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26
な
ど
の
国
際
的
な
議

論
の
場
で
、
豪
日
が
連
携
す
る
こ
と
が
重
要
に
な
る
。
脱
炭
素
に
向
け
た
さ
ま
ざ
ま
な
ア
プ
ロ
ー
チ
で
、
豪

日
関
係
は
引
き
続
き
大
き
な
意
味
を
持
つ
と
考
え
て
い
る
。

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
財
務
省
に
て
政
策
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
を
務
め
、
二
〇
一
九
年
一
月
よ
り
現
職
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
政
府
財
務
省
の
在
日

代
表
を
兼
任
す
る
。
こ
れ
ま
で
に
、
税
政
策
、
Ｒ
＆
Ｄ
政
策
、
国
際
経
済
分
析
、
中
長
期
経
済
財
政
試
算
、
対
豪
海
外
投
資
審
査
、
貿
易

政
策
、
競
争
政
策
と
い
っ
た
分
野
に
携
わ
り
、
外
務
貿
易
省
や
生
産
性
委
員
会
で
も
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
を
務
め
た
。
日
本
に
は
一
七
歳
で
初

め
て
留
学
し
て
以
来
、
経
済
社
会
分
野
に
お
け
る
豪
日
の
架
け
橋
に
な
り
た
い
と
の
志
を
持
つ
。
横
浜
国
立
大
学
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
国

立
大
学
に
て
経
済
学
の
学
士
号
と
修
士
号
を
そ
れ
ぞ
れ
取
得
。

デ
ー
ビ
ッ
ド
・
ロ
ー
（David Lowe

）

オーストラリア政府〔2019〕

Australia’s National Hydrogen Strategy
https://www.industry.gov.au/data-and-publications/australias-national-hydrogen-strategy

（概要の日本語訳あり）
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データで 見る 実現への道のり
脱炭素社会

世界のCO2 排出量：IEA分析による 5つの削減シナリオ
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40

30

20

10

250

200

150

100

50

0 20702010 2020

1990 2000 20192010

2030 2040 2050 2060

20

16

12

8

4

0

原子力

ガス
（CCGT） 陸上風力

（≧1MW）
太陽光
（大型電源）

洋上風力

米国 14.5

日本 8.5
中国 6.8

デンマーク 4.9

各国・地域のエネルギー別発電コスト

出所）�経済産業省、資源エネルギー庁、JERA、報道資料等により作成

注１）�グラフの値は、各発電所 LCOE（均等化発電原価）の価格帯中央値。割引率は7％で計算されている。欧州の石炭データは、当該
調査に提供されていない。

注２）� CCGTは、通常の火力発電よりCO2排出の少ない「コンバインドサイクル発電」という発電方式を示す。
出所）� IEA,�NEA�（2020）“Projected�Costs�of�Generating�Electricity�2020�Edition”。

アンモニアによる火力発電の脱炭素化

注）�中国の直近データは 2018年の値。
出所）� IEA�Data�and�statistics より作成（2021年 3月12日アクセス）

注）�STEPS は The�Stated�Policies�Scenario の略で、各国政府が現在表明している政策に基づくシナリオ。「2050 年排出実質ゼロ誓
約の完全実施」は、2050年排出実質ゼロを表明している国など（EU、UK、ニュージーランド等）がその誓約内容を完全実施した
場合のシナリオ。SDSは Sustainable�Development�Scenario の略で、2070年に排出実質ゼロとする持続可能な開発シナリオ。
「2050年排出実質ゼロシナリオ」は、2050年に排出実質ゼロの目標を達成するシナリオ。

出所）� IEA

各国の 1人当たりCO2 排出量の推移（1990年 -2019 年）

持続可能
開発シナリオ（SDS）

← 2050年排出実質
ゼロ誓約の完全実施

←中国「2060年排出
実質ゼロ」宣言の
完全実施

各国の公表政策
シナリオ（STEPS）

2050年排出
実質ゼロシナリオ

（Gt�CO2）

（�t�）

（年）

（年）

（USD/MWh）

オーストラリア 15.3

再生可能
エネルギー
電力

化石燃料
（天然ガス）

CH4

CO2 を回収して
地中に貯留する

ブルー
アンモニア
NH3

アンモニア
火力発電

CCS 石炭火力や LNG火力の
ボイラーでアンモニアを

混合して燃焼
今後、アンモニアの比率を上げる

グリーン
アンモニア
NH3

窒素
N2

窒素
N2

水蒸気
H2O

高温 分離 高温・高圧

低温・低圧

電気分解

除去が課題

CO2

水素
H2

窒素酸化物
NOx

CO2 が発生
しない

水素
H2

水
H2O

石炭
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